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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、住民主体の地域活動によって住民間の信頼や結びつきなどの社会関係資本
が醸成されるかを量的/質的調査によって検証することであった。それらの増加は認めることができなかった。2回の繰
り返し調査を行い、町内会/自治会を単位とし比較を行ったが、住民活動によりそれらの増加量の差異は認めることは
できなかった。ただし、母集団全体としては、住民間の結びつきは増加していた。これらは、標本誤差なのか、高齢化
や住民活動の質的な差異などの下位の地域の個別の問題かははっきりさせることはできなかった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to verify whether the social capital, such as trust 
and cohesion among residents of local community, increases by the local activities of the residents 
through quantitative and qualitative research. The repeated survey was conducted to measure the social 
capital created by the local activities among the residents in the neighborhood association. However, it 
was not possible to allow the differences in their increment by residents activities, while it has been 
increased population as a whole. Though these may be either sampling error or sndividual circumstances 
among the neighborhood associations, such as aging or level of quality of local activities, it was not 
possible to clarify.

研究分野： 社会学・地域福祉学
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１．研究開始当初の背景 
 近年における地方の状況は深刻を極めて
いる。若者が町から離れることにより農業・
漁業などの第一次産業や地方のコミュニテ
ィの活動の継承者がいなくなっている。また、
グローバル化の波は産業の衰退や経済の衰
退をも招いてきた。 
 そのような地域に現在必要なのは、新しい
つながりや社会関係資本であると言われて
いる。たとえば、今村ら（2010）は住民参加
型の新しいつながりから、「いいコミュニテ
ィ」が作られることを示した。また、野口
（2008: 327）は、地方都市や中山間地域の集
落において、地域の再生や持続可能な地域コ
ミュニティや新しい市民活動の形成には、社
会関係資本が不可欠であると述べている。確
かに、社会関係資本は、岩間（2002）がホー
ムレス援助の例で示したように、「資源」で
あり、それが誰かの助けになるべきものであ
ろう。すなわち、さまざまな不便さを補完す
るものであろう。 
 しかし、果たして社会関係資本の量を増や
すことは可能なのであろうか？Putnam
（2001）は、社会関係資本が高いイタリアの
地域の地方政府は行政パフォーマンスが高
く、それが低い地域では、行政パフォーマン
スは低い、と述べている。また、アメリカに
おいては、社会関係資本が次第に減少してき
ている。このような社会関係資本が不変であ
るという仮定、もしくは、単純に減少してい
くという仮定がある、もしくは文化的に決定
されると見ているのかという疑問も生じて
くる。 
 一方で、社会関係資本が変化するとの見方
も存在する。諸富（2010）は、バングラデシ
ュのグラミン銀行を例に取り、そこで社会関
係資本が蓄積していく様子を描いている。ま
た、Hall（1999; 2002）は、まず、イギリス
におけるさまざまな組織への加入が年々増
えていることを指摘した。そして、その要因
として、教育改革、階級構造の変化、そして、
イギリス政府が政策によってボランタリー
セクターを構築してきたことを挙げている。
Hall は、３点目を重要視し、地域レベルで行
ってきた政策によりイギリスの社会関係資
本が高いレベルを維持していることを明ら
かにしている。 
 そこで、たとえば、住民参加型活動などの
介入によって社会関係資本がどのようにな
るか、ということに目を付けた。介入の前後
で、またその介入中にも観察を行い、量的・
質的に社会関係資本の変化について検証し
ようとすることがこの研究の意図である。こ
のようなことにより、過疎地域と呼ばれる地
域において生活のための資源が増え、住民が
安心安全に生活することが可能になるので
はないかと考えた。 
 
２．研究の目的 
 介入行動を与えることで、地域，および個

人の社会関係資本がどのように変化するの
か、また、政策的パフォーマンスに対してど
のように影響するかを実証的に検証すると
ともに，その理論を構築することである。そ
のために、本研究では住民参加を促進する項
目を設けることがうたわれている地域福祉
計画を介入方法の一つとして着目し、策定前
後の変化を分析することで、住民参加による
介入が社会関係資本にどのように影響を与
えたかを考察する． 
 
３．研究の方法 
 本研究で行ったのは、住民参加型の活動が
社会関係資本をどのように変化させ得るの
かを実証的に検証し、理論化することである。
研究期間である４年間のうちに、基本的には、
いくつかの自治体において地域福祉計画な
どの住民参加型の介入を実施し、社会関係資
本の増減を量的・質的に測定し、それらのフ
ィールド間の質を勘案し理論化するという
ものである。 
 また、本研究では、調査対象である市町村
において、個人だけではなく、その上位の地
域（町内会・自治会、あるいは集落レベル）
も研究範囲に含める。いわゆる町村の中に小
地域が入れ子に、また、小地域に個人が入れ
子になったような構造である。そして、個人
の社会関係資本（パーソナルネットワーク、
信頼、規範など）とコミュニティや小地域の
社会関係資本（コレクティブ・エフィカシー
など）の両方を分析対象とする。 
 
４．研究成果 
 本研究において見いだされた知見は以下
の通りである。 
 
(1)社会関係資本とは？：社会関係資本と住
民の資源 
 まず、第一に、社会関係資本の定義につい
ての精緻化が必要であると考えた。社会関係
資本には、さまざまな定義がある。これは、
これまでの研究者がどのような資源として
それを捉えているかに依存していると言え
る。また、社会関係資本がどのようなレベル
に存在するかについても考え方が異なる。た
とえば、社会関係資本は、信頼、ネットワー
クなどにより定義される。これらが、異なる
レベルでそれが存在すると考えられている。
ひとつは、個人が持つネットワークを資源と
する見方である。これについて Lin（2001）
はネットワーク＝社会構造の中に埋め込ま
れている資源を個人が用いることができる
という考えを展開している。もう一つは、集
団や地域のレベルにも資源があり、その個人
への文脈効果を含めた見方である。これらに
ついて、さまざまな測定方法がある。個人レ
ベルの測定では、個人の他者への信頼の程度、
近隣でのつきあい、地域組織への加入や社会
参加、ソーシャルサポート、社会的連帯やイ
ンフォーマルな社会統制のような集合的効



力感などがある。また、集団レベルにおいて
は、それらの個人の指標を集計したアグリゲ
ートな指標と地域・集団の客観的特性を指標
化したインテグラルな指標に分かれる（中田 
2013）。 
 ただ、近年においては、個人が社会関係資
本を所有するという考え方が強くなってい
るかも知れない。たとえば、Coleman（1998）
は、社会関係資本を「社会構造の諸側面から
成り、行為者たちの行為を促進する機能」と
定義し、人的資本に転換されて、機能するよ
うな資源として働くと述べている。他方で、
Bowles=Gintis（2002）は、社会関係資本に
ついて、「コミュニティ・ガバナンス」こそ
がそれであると述べるとともに、コミュニテ
ィは、統治構造としての性格を有したうえで、
そのなかでの市場や政府が不可能な課題の
解決と定義している。これについて、Bowles
らの定義は、経済学で言うように「資源とは
個人によって所有され、将来の利益のために
意図的に投入するものであり、建物や機械、
在庫のように実態のある、しばしば耐久的な
物」であるにもかかわらず、社会関係資本は
そのような実態がないために出現した定義
である。 
 もちろん、それは胆汁名適応という形は難
しいかも知れないが、このようにコミュニテ
ィ研究においても、社会関係資本の定義を考
えつつ、研究を進めていかなければ、その資
源がどのように現れて、どのような希望を保
有するかについての議論ができない可能性
があるという意味で重要である。 
 
(2)つながりは増えるのか？繰り返しの量的
調査から 
 さて、実証研究の結果に移ろう。まず、こ
の 5年の間に、住民参加型活動が行われた地
域において住民同士の関係や信頼にどのよ
うな変化が生まれたのかを見てみる。2010 年
に、山形県最上町において行った調査（調査
は前述の通り 2010 年に行われた。町在住の
20 歳以上の男女に対して、行政区で層化され
た２段階の無作為抽出により1,015名を選ん
で配票した。民生児童委員さんによって回収
を行った結果、771 票が回収された。これは
76.0 パーセントの回収率であった。）と、今
回行った調査（2015年2月に行った。同じく、
行政区で層化された２段階の無作為抽出に
より916名を選んで保健衛生連絡員により配
布開票した。814 票が回収され、これは、回
収率が 88.8 パーセントであった。）の結果を
比較した。 
 ここでは2つの指標について比較を行った。
ひとつは、近隣の人と都の付き合いの状況で、
「1)つきあいは無い、2)挨拶程度、3)世間話
をする、4)家を行き来する、5)相談やおすそ
分け」から選択されたもの、もうひとつは、
集落内で他の住民をどの程度信頼している
かを「1)信頼している、2)どちらとも言えな
い、3)信頼していない」から選択されたもの

である。2010 年調査と 2015 年調査を比較し
たところ、最上町全体としては、5 年間の間
でほとんど差異はなかった。その選択肢の数
値で比較したところ（ただし、信頼は逆転項
を用いた）、おつきあいでは、2010 年の平均
値が 3.566、2015 年の平均値が 3.528 であっ
た。また、集落内の信頼は、それぞれ 1.864
と 1.939 であった。ここから、町全体でのそ
れらの指標での変化はないことがわかるで
あろう。 
 ただし、自治会単位でこれらを見た場合、
大きな変化が見られたところもあった。その
なかで、「近隣のおつきあい」については、
増加した自治会は 14、変わっていない自治会
は8、そして、減少したところが14であった。
信頼については、増加した自治会は 11、変わ
っていない自治会は 6、そして、減少した自
治会は 19 であった。これらからは、やや地
域の凝集性が減少しているところが見て取
れる。ただし、自治会を単位としたとき、近
隣のおつきあいと信頼の相関係数は、-.44 で
あった。ということは、つきあいが増えてい
るところは集落内の信頼は減っていること
を意味している。 
 今回の研究では、住民参加型の介入の帰結
を検証することであった。したがって、上記
の指標と各自治会で開催される高齢者向け
のサロンの回数との相関を計算した。その結
果、集落内での近隣付き居合いの程度との相
関は、0.237 であった。また、信頼とのそれ
は-0.120 であり、いずれも有意ではなかった。
また、その自治会の位置や地形など（末端集
落か否か、役場からの距離）なども分析に入
れたが、これも相関がなかった。ただし、近
隣付き合いの変化は、地形や役場からの距離、
各自治会の 20 歳以上人口をコントロールし
た重回帰分析をした場合、きわめて有意に近
い正の関係が見られることがわかった。ここ
から、住民活動は、近似的に近隣付き合いを
増加させる効果があると言える。 
 現在の分析結果におけるいくつかの一貫
していない結果に関して、あるひとつの解釈
を行うことは困難である。たとえば、地域内
の付き合いと地域内の信頼が、有意ではない
にしても負の相関を持つことは予想とは大
きく外れている。たとえば、地域に残った個
人が高齢化すると、このようなこともあり得
るかも知れない。すなわち、近隣での付き合
いは盛んになるが、住民の中での活動が十分
に行われ得ないために信頼は増加しないと
言うことである。もしくは、住民活動の影響
が社会関係資本に対して効果が無いために、
地域のなかの下位の近隣では自助的な助け
合い付き合いは深くなるが、その上位の地域、
すなわち自治会レベルでは信頼が生まれる
ほどの活動に発展しない、という可能性もあ
る。また、近隣付き合いは、事実に認知であ
り、他方、信頼は意識・態度の変数である。
ということは、前者は事実としてその地域に
現れるものであるが、信頼については実際の



個人関係や地域内の特有の人間の評価など
と連動しているために、変化しにくいかもし
れない。 
 他の可能性は、標本誤差が大きいために、
実際の地域との誤差が大きいこともあり得
る。ただし、今回の調査は、無作為抽出を行
い、回収率がそれぞれ76.0パーセントと88.8
パーセントと高いものであった。それぞれ、
所属自治会の無回答がいくつかあったが、こ
れらが大きく影響しているとは考えにくい
ところもある。また、それぞれの自治会のさ
まざまな事情によるものかも知れない。ある
集落では高齢化が一気に行ったり、若者が急
激に少なくなったり、また、この研究で問う
べき住民活動の質的な差異などコントロー
ルが必要な概念が多数存在することは明ら
かである。これも今後の課題となるであろう。 
 
(3)質的調査の結果から 
 量的調査を補完するために、また解釈をし
やすくするために、最上町におけるいくつか
の自治会を対象に質的なインタビュー調査
を行った。これらのデータについては、その
分析はまだ十分ではない。特に、自治会を対
象としたインタビューは、複数の人に対する
インタビューとなるために、個人によって考
え方が異なったり、また、地域を代表する意
見ではない可能性がある。したがって、これ
らの分析手法についてはよく考えなければ
ならない。今回の研究では、地域研究におけ
るこのような質的データの分析についてま
だまだ発展していないことを痛感した。今回
の調査データをどのように分析するかにつ
いては、現在いくつかのアイディアを持って
いるが、慎重に分析を進めたいと考えている。 
 
(4)独居高齢者の資源の流れ 
 社会関係資本の問題は、過疎地域における
資源がどのように醸成されるかという問題
とである。そのとき、資源は、必ずしもその
地域内で生起し、そのような資源しか用いら
れることができないわけではなく、地域外の
資源をも使用可能であると言うことに注意
しなければならない。では、どのように地域
外の資源が用いられるのかはひとつの問題
である。そこで、保有する資源が少ないと思
われる独居高齢者がどのように資源を用い
ているかについての調査を行った。 
 ひとつは、過疎地域に居住する独居高齢者
がどのように資源を用いているかについて
の調査である。これについては、地域内のソ
ーシャルサポートや近隣付き合いなどの地
域内の資源と地域外の子供などがどのよう
に独居高齢者をサポートする資源をどのよ
うに用いて生活をしているかを調べた。この
調査は北海道積丹町において、数年に分けた
ローリング調査を行っている。しかし、地域
内の資源と地域外の資源がゼロサムで、反比
例の関係にあるわけでは無く、どちらかとい
うと、資源が多い人は両方の資源を用いるこ

とができ、資源が少ない人はどちらの資源も
少ない、という状況が見て取れた。これらは、
サポートなどの生活のための資源でさえ、格
差が生じている現状を表していると言える。 
 もうひとつの調査は、地方の都市部に居住
する地方に親を持つ個人がどのようなサポ
ートを行っているかについての調査である。
この調査は、札幌において 2015 年初頭に行
った。札幌は、地方から人が集まる中核都市
のひとつである。北海道は同居意識が低く、
かつ、地方において教育を受ける場や仕事を
行う場がないために、若者はライフコースの
早い段階から都市部に出る傾向がある。そこ
で、札幌に居住し、親を持つ 30 歳以上の男
女に、親へのサポートや介護に対する意識を
尋ねた。これらについては、まだ分析が行わ
れていないが、前述の独居高齢者調査と合わ
せながら、過疎地域への資源の流れとその決
定因がどのようなものかを今後検証する。 
 
(5)今後の課題 
 この研究を行うにつれて、多くの問題を再
認識するに至った。ひとつは、前述の社会関
係資本の定義やその測定についての問題で
ある。他にも、多くの問題がある。たとえば、
本研究においては、自治会などの地域組織は
ひとつの住民へのサービスを供給する組織
となっているが、それは適当なのか否かとい
う問題である。たとえば、地域は個人ととも
に、自助的にサービスを供給するものとして
長く認識されていたにもかかわらず、現在に
おいては、NPO などとともに、共助的な組織
として見なされている。この流れは、地方分
権などにも影響を受けたようである。しかし、
自治会/町内会などの地方組織がそのような
役割に適当か否かは別な問題である。もちろ
ん、過疎地域においては都市部とは異なり
NPO 法人などの組織ができるような人材が足
りないという事実はある。ただ、地域におい
て、誰がガバナンスを行うか、そして、どの
ような組織が実際のアクターとなるかを考
えなければ、さまざまな問題が起こる。しか
し、実際的には地域組織しか活動可能な組織
がなければ、どのようにそれを育てるのかに
ついても、考える必要があるだろう。 
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